
専決第１号 

 

専　決　処　分　書 

 

次の事項について、地方自治法(昭和22年法律第67号)第179条第１項の規定によ

り、専決処分する。 

 

　　　令和６年度横瀬町一般会計補正予算(第５号)(別紙) 

 

　　令和７年１月９日 

 

秩父郡横瀬町長　　富　田　能　成　　　　



－ 　 －1 

別紙 

 

令和６年度横瀬町一般会計補正予算(第５号) 

 

　令和６年度横瀬町の一般会計の補正予算(第５号)は、次に定めるところによる。 

　（歳入歳出予算の補正） 

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 28,135 千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 4,630,406 千円

とする。 

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補

 正」による。



款 項

（単位：千円）

第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

14 国庫支出金

          歳　　　　　　　　入

 2 国庫補助金

合　　　　　　　　計

        468,052         28,135        439,917

      4,602,271

         28,135

         28,135

        228,703

      4,630,406

補 正 前 の 額 補 正 額 計

        200,568

－ 2 －



款 項

（単位：千円）
　歳　出

 3 民  生  費

          歳　　　　　　　　出

 1 社会福祉費

合　　　　　　　　計

      1,188,404         28,135      1,160,269

      4,602,271

         28,135

         28,135

        674,624

      4,630,406

補 正 前 の 額 補 正 額 計

        646,489

－ 3 －



款

（単位：千円）

歳入歳出予算事項別明細書

１　総　括

14 国庫支出金

    　　　　歳　　　　入　　　　合　　　　計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

        439,917

      4,602,271

         28,135

         28,135

        468,052

      4,630,406

　歳　入

－ 4 －



款

（単位：千円）

 3 民  生  費

補 正 前 の 額 補 正 額 計

      1,160,269          28,135       1,188,404

　歳　出

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
一 般 財 源

　歳　　　出　　　合　　　計　       4,602,271          28,135       4,630,406

         28,135               0               0               0

         28,135               0               0               0

－ 5 －



目
節

区 分 金 額
説 明

(款)14 国庫支出金                          (項) 2 国庫補助金

    点支援地方創生                                          点支援地方創生

    臨時交付金                                              臨時交付金

         計            200,568      28,135      228,703

  13物価高騰対応重      91,883      28,135      120,018    1物価高騰対応重       28,135  物価高騰重点支援地方交付金（低所得世帯支援枠）          28,135

 2 歳  入

－ 6 －

補正前の額 補  正  額     計    

（単位：千円）



目

節

区 分 金 額
説 明

(款) 3 民  生  費                       (項) 1 社会福祉費

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

国 県

支 出 金
地 方 債 そ の 他

一般財源

  1社会福祉総     393,547     28,135     421,682     28,135   3 職員手当等         30

   務費

                                                 （国）物価高騰重点支援地方交付

                                                       金（低所得世帯支援枠事業

                                                       費分）              27,000

                                                 （国）物価高騰重点支援地方交付

                                                       金（低所得世帯支援枠事務

                                                       費分）               1,135

 10 需  用  費

 11 役  務  費

 12 委  託  料

 18 負担金、補

    助及び交付

       322

       428

       355

    27,000

    （低所得世帯支援枠）（町民

    課）                   28,135

       時間外勤務手当          30

       消耗品費               200

       印刷製本費             122

       郵便料                 285

       振込手数料             143

       一般委託料              15

       電算処理委託料         124

    金        システム改修委託料     216

       物価高騰対策給付金（住民

       税均等割非課税世帯分）

                           24,000

       物価高騰対策給付金（子ど

       も加算分）           3,000

      計          646,489     28,135     674,624     28,135

 3 歳  出

 ◎ 物価高騰対策給付金給付事業

－ 7 －

補正前の額 補 正 額 計

（単位：千円）



－ 8 －

( ) （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

( ) （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

( ) （ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

※（　　）内は、短時間勤務職員（外書き）

給　　与　　費　　明　　細　　書

２．一　般　職

（１）　総　括

給与費

報酬 給料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

76 101,090 14,758 39,051 154,899 29,696 184,595

87 0 306,154 170,896 477,050 91,092 568,142

76 101,090 14,758 39,051 154,899 29,696 184,595

87 0 306,154 170,866 477,020 91,092 568,112

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 30 30 0 30

管理職 扶　 養 住 　居 通　 勤 期 　末 勤 　勉 時間外 宿日直 管理職員

手　 当 手　 当 手　 当 手　 当 手　当 手　 当 手　 当 手　 当 特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 12,842 6,288 5,318 2,104 67,892 56,102 18,486 1,609 255

補正前 12,842 6,288 5,318 2,104 67,892 56,102 18,456 1,609 255

比　 較 0 0 0 0 0 0 30 0 0

※児童手当は職員手当に含まれません。

区分
職員数 共済費 合計

備考

補 正 後

補 正 前

比　　　較

職員手当の

内　　　　訳

区   分



( ) （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

( ) （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

( ) （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

※給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載。

※（　　）内は、短時間勤務職員（外書き）

　ア　会計年度任用職員以外の職員

給与費

給料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

6 14,758 3,176 17,934 3,446 21,380

85 300,967 168,875 469,842 89,675 559,517

6 14,758 3,176 17,934 3,446 21,380

85 300,967 168,845 469,812 89,675 559,487

0 0 0 0 0 0

0 0 30 30 0 30

管理職 扶　 養 住 　居 通　 勤 期 　末 勤 　勉 時間外 宿日直 管理職員

手　 当 手　 当 手　 当 手　 当 手　当 手　 当 手　 当 手　 当 特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 12,842 6,288 5,318 2,029 66,833 55,215 18,486 1,609 255

補正前 12,842 6,288 5,318 2,029 66,833 55,215 18,456 1,609 255

比　 較 0 0 0 0 0 0 30 0 0

※児童手当は職員手当に含まれません。

区分
職員数 共済費 合計

備考

補 正 後

補 正 前

比　　　較

職員手当の

内　　　　訳

区   分

－ 9 －



－ 10 －

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

（千円） （千円）

その他の増減分 30 時間外手当の増

区　分 説　　　明 備　　　　　　　　　　　考

給与改定に伴う
増減分

昇給に伴う増加
分

職
員
手
当

30

制度改正に伴う
増減分

給
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

料

0

その他の増減分 0


